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   陸前高田市空き家バンク事業実施要綱 

 

 

 （趣旨） 

第１ この要綱は、陸前高田市における空き家の有効活用を通して、移住及び定住の

促進による地域の活性化を図るために実施する陸前高田市空き家バンク事業につい

て必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２ この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

 ⑴ 空き家バンク 陸前高田市内に存在する空き家に係る空き家登録者及び利用登

録者に対し、情報提供を行う制度をいう。 

 ⑵ 空き家 個人が居住を目的として建築し、現に居住していない（近く居住しな

くなる予定のものを含む。）市内に存在する建物及びその敷地をいう。ただし、

賃貸住宅及びその敷地を除く。 

 ⑶ 物件取扱業者 空き家バンクに係る物件の調査、交渉並びに売買及び賃貸借の

契約に関しての仲介を行う宅地建物取引業者（宅地建物取引業法（昭和２７年法

律第１７６号）第２条第２号に規定する宅地建物取引業者）をいう。 

 ⑷ 空き家登録者 第４第４項の規定による登録の通知を受けた者 

 ⑸ 利用希望者 陸前高田市への定住等を目的として空き家バンクの利用を希望す

る者 

 ⑹ 利用登録者 第７第３項の規定による登録の通知を受けた利用希望者 

 ⑺ 所有者等 当該空き家に係る所有権又は売却若しくは貸借を行うことができる

権利を有する者 

 ⑻ 登録希望者 空き家バンクへの空き家情報の登録を受けようとする所有者等 



 ⑼ 委託事業者 陸前高田市空き家バンク事業について市が委託している事業者 

（適用上の注意） 

第３ この要綱は、空き家バンク以外の空き家の取引を規制するものではない。 

（空き家の登録申込等） 

第４ 登録希望者は、陸前高田市空き家バンク物件登録申込書(様式第１号)及び同意

書（様式第２号）に必要な書類を添えて、市長に提出するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による登録の申込みがあったときは、申込内容を物件取扱業

者に提供し、物件取扱業者に対し、現地調査等を依頼するものとする。 

３ 市長は、前項の規定による現地調査等の内容を確認の上、登録することが適当で

あると認められる物件について、陸前高田市空き家バンク登録台帳（以下「空き家

バンク台帳」という。）に登録するものとする。 

４ 市長は、前項の規定による登録をしたときは、空き家バンク物件登録完了通知書

（様式第３号）により当該申込者に通知するものとする。 

５ 市長は、第３項の規定による登録をしていない空き家で、空き家バンクによる情

報提供を行うことが適当と認められるものについては、当該所有者等に対して空き

家バンクへの登録を勧めることができる。 

（空き家に係る登録事項の変更の届出） 

第５ 空き家登録者は、当該登録事項に変更があったときは、遅滞なくその旨を市長

に届け出るものとする。 

（空き家バンク台帳の登録の抹消） 

第６ 市長は、当該空き家に係る所有権その他の権利に異動があったとき、又は空き

家バンク台帳の登録抹消の届出があったときは、当該空き家バンク台帳の登録を抹

消するとともに、その旨を空き家バンク登録抹消通知書（様式第４号）により当該

空き家登録者に通知するものとする。 

（利用希望者の登録の申込み等） 

第７ 利用希望者は、陸前高田市空き家バンク利用登録申込書（様式第５号）及び誓

約書（様式第６号）に必要な書類を添えて、市長に提出するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による登録の申込みがあったときは、次の各号のいずれかに

該当している者を陸前高田市空き家利用登録者台帳(以下「利用登録者台帳」とい

う。)に登録するものとする。 

⑴ 売買又は賃貸により、空き家に定住しようとする者 



⑵ 市外に住所がある者で定期的に滞在し、空き家を活用して継続的に事業を営む

もの 

⑶ その他市長が適当と認めた者 

３ 市長は、前項の規定による登録をしたときは、空き家バンク利用登録完了通知書

（様式第７号）により当該申込者に通知するものとする。 

（利用登録者に係る登録事項の変更の届出） 

第８ 利用登録者は、当該登録事項に変更があったときは、遅滞なくその旨を市長に

届け出るものとする。 

（利用登録者台帳の登録の抹消） 

第９ 市長は、利用登録者が次の各号のいずれかに該当するときは、利用登録者台帳

の登録を抹消するとともに、その旨を空き家バンク利用者登録抹消通知書（様式第

８号）により当該利用登録者に通知するものとする。 

⑴ 空き家の利用の目的等が第７第２項各号の規定に該当しないこととなったと 

き。 

⑵ 空き家を利用することにより、公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害するおそ

れがあると認められたとき。 

⑶ 申込内容に虚偽があったとき。 

⑷ 利用登録者台帳の登録抹消の届出があったとき。 

⑸ その他市長が適当でないと認めたとき。 

（情報提供） 

第１０ 市長は、必要に応じて、空き家登録者、利用登録者、物件取扱業者及び委託

事業者に対して、空き家バンク台帳及び利用登録者台帳に登録された内容について、

情報提供を行うものとする。 

（空き家登録者及び利用登録者との交渉等） 

第１１ 市長は、空き家登録者及び利用登録者が行う空き家に関する交渉並びに売買

契約及び賃貸借契約については、直接これに関与しない。 

（個人情報の保護） 

第１２ 市長は、個人情報の保護の重要性を認識し、空き家バンクの運用に当たって

は、個人の権利利益の保護に努めなければならない。 

２ 市長は、空き家バンクの運用に関して知り得た個人情報を他の目的に使用しては

ならない。 



３ 市長は、空き家バンクの運用に関して個人情報の漏えい、滅失、毀損及び改ざん

の防止、その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じるよう努めなけ

ればならない。 

（補則） 

第１３ この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 


